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基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイドへの対応スケジュールについて 

 

令和 2年 4月 1日 

建設部 

 

1. はじめに 

第 38 回監視チーム会合におけるコメントを踏まえ、基準津波及び耐津波設計方

針に係る審査ガイド「3.2.2 地震・津波による地形等の変化に係る評価」を参考に、

津波遡上に及ぼす影響について検討する。 

検討にあたって、周辺地盤の液状化、斜面の崩壊等の地形変化を考慮した遡上解

析を追加実施する。 

解析・評価には約 4 ヶ月を要することから、評価結果は 8 月上旬に報告を行う。

また、解析の結果については、津波防護対策へ適切に反映する。 

 

【「3.2.2 地震・津波による地形等の変化に係る評価」の要求事項】 

次に示す可能性が考えられる場合は、敷地への遡上経路に及ぼす影響を検討するこ

と。 

・地震に起因する変状による地形、河川流路の変化 

・繰り返し襲来する津波による洗掘・堆積により地形、河川流路の変化 

 

2. 検討方針 

地震・津波による地形変化等が想定される場合には、入力津波への影響を確認し、

保守的に入力津波を設定する。影響検討は、評価対象施設をモデル化した「HAW・

TVF モデル」に対して、以下に示す地形変化について検討する。 

① 港湾構造物については、それらがない状態の地形を考慮する。【実施済み】 

② 敷地内については、以下の項目を考慮する。 

a. 再処理施設内については、周辺建家がない状態の地形を考慮する。【実施済

み】 

b. 再処理施設内について、地震による液状化等の沈下を考慮した解析を実施し、

津波遡上への影響を検討する。【3.評価方法を示す】 

c. HAW 施設近傍に位置する周辺斜面については、崩壊による土砂の堆積形状を

考慮した解析を実施し、津波遡上への影響を検討する。【3.評価方法を示す】 

d. 津波に伴う洗掘・堆積による地形変化については、文献(1)、(2)によるとアスフ

ァルト部で 8.0m/s、植生部で 1.5m/s～2.7m/s の流速に対して、洗掘への耐

性があるとされている。遡上解析結果から施設周辺の流速は約 5m/s であり

（添付資料参照）、施設周辺は地盤補強工事を行い表層部はアスファルトで
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舗装されるため、入力津波に影響を与えるような地形変化は生じないと考え

る。 

③ 敷地の北方に新川が存在するが、河岸は敷地より低く、堤防等の構造物はない

ことから、敷地への遡上波に影響することはないと考える。 

 

3. 評価方法 

① 液状化による沈下量設定について 

地震時の液状化等による沈下を想定し、地形モデルに反映する。なお、岩着

している建家の地盤は液状化しないことから、建家位置の沈下は考慮しないこ

ととする。 

敷地の地質は、埋土・盛土、砂丘砂層、沖積層、M1 段丘堆積物及び久米層等

から構成されている。液状化の想定位置を図-1、図-2 に示す。沈下量は図-3 に

従い、地質断面図により算定する。 

沈下量算定の対象層としては、埋土・盛土、砂丘砂層、沖積層とし、相対密

度は地質調査結果に基づき設定する。各層の沈下率は、Ishihara ほか(1992)(3)

の地盤の相対密度に応じた最大せん断ひずみと体積ひずみ（沈下率）の関係か

ら設定する。 

 

② 崩壊による土砂の堆積形状の設定について 

HAW 施設近傍に位置する周辺斜面については、崩壊を想定した土砂の堆積形

状を考慮した地形モデルを作成する。斜面崩壊の想定位置を図-4 に示す。当該

斜面を構成するＭ１段丘堆積物、砂丘砂層及び埋土・盛土の地層は主に砂から

なる。斜面の崩壊角度は、土砂災害防止に関する基礎調査の手引等(4)(5)の土砂

移動時の内部摩擦角の下限値である 15°とし、堆積形状を設定する。 

 

以上 
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図-1 地震による液状化設定位置(1) 

 

  

N 

津波遡上 

津波遡上 
那珂火力発電所 

津波遡上解析の地形モデルに考慮している建家 

液状化に伴う沈下を考慮する範囲（岩着している建家位置は除く） 



4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 地震による液状化設定位置(2) 

Ⅰ Ⅰ’ 

再処理施設内 

Ⅱ Ⅱ’ 

再処理施設内 

液状化による沈下を考慮 

新川 

液状化による沈下を考慮 

断面図位置 

地質断面図 
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図-3 液状化に伴う沈下量の算出フロー 

 

 

 

 

 

 

図-4 崩壊による土砂の堆積形状設定位置 

  

Ⅲ Ⅲ’ 
断面図位置 

斜面崩壊による堆

積形状を反映 

Ishihara ほか（1992）の最大せん断ひずみと

体積ひずみの関係から沈下率を算出 

各層の層厚に沈下率を乗じて沈下量を算出 

h 
液状化 

対象層 

地盤の沈下量 (S) 
S = h×沈下率（%） 
沈下率は、Ishihara ほか（1992）を参考 

既往の調査結果から液状化の対象となる砂層

を選定し、対象層の既往の調査結果から、各

層の相対密度を設定する。 

地質断面図 
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